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「子育ての社会化」についての研究

ソーシャル・キャピタルの視点を用いて
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目的 地域社会全体で子育てに取り組む意識としての「子育ての社会化」の構成概念を明らかにし，

その「子育ての社会化」意識・行動と「地域に対する評価」，「ソーシャル・キャピタルの認識」

との関係について明らかにする。

方法 調査では，「子育ての社会化」に関連する文献検討により 7 つの構成概念を仮説として考

え，その構成概念を表す58項目を作成し，A 町の20～60歳未満の女性227人を対象に自記式質

問紙調査を行った。分析方法は，最尤法，バリマックス回転を用いた因子分析を実施し，クロ

ンバックの a 係数を算出した。調査では，調査で得られた「子育ての社会化」意識・行

動を示す32項目と「地域に対する評価」15項目，「ソーシャル・キャピタルの認識」10項目に

ついて，B 市内の C 中学校区に居住する，就学前の子どもを持つ母親353人，小学生を持つ母

親325人，45～60歳未満の壮年期女性383人，計1,061人を対象に自記式質問紙調査を行った。3
つの指標の関係を重回帰分析と共分散構造分析を用い検討した。

結果 調査では，有効回答148件を分析対象とし，「子育ての社会化」意識・行動の構成概念とし

て，「地域共同子育て意識」，「子育て支援行動」，「子育て交流意識」，「ボランティア意識」，

「公的扶助意識」，「子ども育成態度」，「地域へのまなざし」，「支え合い意識」の 8 因子32項目

が抽出された。調査では，有効回答375件を分析対象とし，「子育ての社会化」意識・行動を

従属変数とし，「ソーシャル・キャピタルの認識」，「地域に対する評価」を独立変数とした重

回帰分析の結果，「ソーシャル・キャピタルの認識」が「子育ての社会化」意識・行動に与え

ている影響は，有意であった。共分散構造分析の結果，「ソーシャル・キャピタルの認識」と

「地域に対する評価」は，独立した関係であると仮定したモデルの適合度が高かった。「子育て

の社会化」意識・行動を従属変数とし，「ソーシャル・キャピタルの認識」の下位尺度である

「信頼」，「社会参加」，「つきあい・交流」を独立変数とした重回帰分析の結果，「つきあい・交

流」が「子育ての社会化」意識・行動に与えている影響が有意であることが明らかになった。

結論 「子育ての社会化」意識・行動に影響する要因として，母親や地域住民の「ソーシャル・キ

ャピタルの認識」が関連していることが示され，その中でも「つながり・交流」が影響してい

ることが明らかになった。

Key words子育ての社会化，ソーシャル・キャピタルの認識，地域社会

 緒 言

少子化，核家族化等による人と触れ合う機会の減

少と人間関係の希薄化に影響される「育児の孤立化」

を防ぐためには，親に対する働きかけをこえた育児

支援策として，地域社会全体で親と子を温かく見守

り，支援の手を差し伸べることが必要である1)。国

では，「親世代だけでなく，同世代の友人，あるい

は会社の同僚，近隣に住む人々など，社会全体で何

らかの子育てに参加する，あるいはそれができる仕

組みを構築していくこと」として，「子育てが家族

の責任だけで行われるのではなく，社会全体によっ

て取り組む，「子育ての社会化」が重要である｣2)と

している。

「子育ての社会化」について様々な論議がされて

いるが，いまだ明確な概念はなく3)，多様な保育

サービスの充実など制度や政策，家族や住民の意識
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図 研究デザイン
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などのいくつかの側面が考えられる。その中でも，

現代社会の課題である「地域が崩壊し互いに暮らし

を支え合うという相互扶助機能が消失している｣4)

ことが，母親の孤立など子育ての困難性を高めてい

ることから，今後は子どもが生活する家庭や地域の

中で，豊かな人間関係の絆に支えられた温かな視線

や具体的な支援が得られることが重要である。その

ためには，地域の中の子育て支援の大きな担い手と

なる地域住民の具体的な行動が必要となるが，人の

行動が変わり維持されるようになるためには，変化

のステージモデルにもあるように，行動変容に繋が

る前に意識に働きかけることが重要であり5)，地域

住民の子育て意識を検討する必要がある。

子育て意識に関する先行研究では，母親や父親の

育児意識を調査しているものが主であり6～8)，直接

育児にあたっていない地域住民を対象とした子育て

に関する意識を調査しているものは少ない。一方，

ソーシャル・キャピタルは，ソーシャル・キャピタ

ルの豊かさが精神的健康に関係する9,10)という報告

や，ソーシャル・キャピタルと保健師の地区評価の

関係をみたもの11)や，ソーシャル・キャピタルが豊

かな地域で住民の健康状態がよい12,13)という報告が

ある。いずれも成人や高齢者を対象にした研究が多

くあるが，子どもや育児に関する研究は，2003年の

内閣府の調査で合計特殊出生率に対して相関関係が

あるとの報告以外には見当たらず，今回は「子育て

の社会化」とソーシャル・キャピタルの関連にも着

目した。

そこで本研究では，「子育ての社会化」を促進す

るため，1）生活の基盤となる地域社会全体で子育

てに取り組む意識としての「子育ての社会化」につ

いての構成概念を分析すること，2）地域住民の

「子育ての社会化」に対する意識や行動と，地域独

自の信頼性や互酬性，つながりが把握できると考え

る「ソーシャル・キャピタル」に対する認識，住民

の生活基盤となる地域社会に対する意識との関係を

明らかにすることを目的とした。

 研 究 方 法

. 研究デザイン

調査では「子育ての社会化」の構成概念を明ら

かにし，「子育ての社会化」意識・行動を表す質問

項目を作成した。調査では，調査で作成した質

問項目を用い，母親と地域住民の「子育ての社会化」

意識・行動と「ソーシャル・キャピタルの認識」，

「（自分の住んでいる）地域に対する評価」との関係

を検討した（図 1）。
. 対象と地域の概況

1) 調査

対象地域は，鹿児島県奄美群島 A 町（平成15～

19年の合計特殊出生率1.98，全国15位）である。A
町の保育所，子育て支援センターに来所する母親お

よび，役場職員等の20～60歳未満の女性227人を対

象にした。

2) 調査

対象地域は，福岡県 B 市（人口51,534人，世帯数

20,645，合計特殊出生率1.42，高齢化率26.5平

成17年国勢調査）であり，核家族化と高齢化が進ん

だ旧産炭地域である。市内の C 中学校区に居住す

る，就学前の子どもを持つ母親353人，小学生を持

つ母親325人，45～60歳未満の壮年期女性383人，計

1,061人を対象とした。

. 調査方法

1) 調査

まず A 町の A 保健師に，研究目的や倫理的配慮

等に関する説明を行い，承諾を得た。A 町保健師に

町内の保育所や子育て支援センターおよび役場職員

に対する研究目的や方法等の説明を依頼し，それぞ

れから研究協力の承諾を得た。その後，各施設の職

員から，調査票および依頼文が入った封筒を対象者

に配布してもらい，回答済み調査票は記入者が返信

用の封筒に密封してから，施設毎に回収箱等で回収

した。調査期間は，平成21年 7 月23日～31日であっ

た。
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2) 調査

就学前の子どもを持つ母親および45～60歳未満の

壮年期女性の抽出と調査票の送付は，B 市に依頼し

た。対象者には，調査票および依頼文を郵送し回答

済み調査票は個別に郵送で回収した。小学生を持つ

母親には，C 小学校の協力を得て学校で調査票等を

配布し，郵送で個別に回収した。回収率を高めるた

め，C 小学校の協力を得て小学生を持つ母親に再通

知を行った。調査期間は，第 1 回が平成21年 9 月 7
日～30日であり，再通知後の回収は平成21年10月20
日～27日に実施した。

3) 分析方法

分析は，調査，調査とも統計解析ソフト

SPSS（ver.15）を用いた。調査の共分散構造分析

には Amos（ver.16）を使用した。

. 倫理的配慮

調査と調査とも，調査票に同封した依頼文に

は，研究協力は自由意志によること，無記名調査で

あり統計的に処理されるため個人や地域の情報が特

定されないこと，結果は学術的な目的以外に使用し

ないこと等を明記した。回答により承諾を得たこと

とした。調査は平成21年 7 月 1 日，調査は平成

21年 8 月28日の福岡県立大学研究倫理委員会の承認

を受けた。

. 調査内容

1) 調査

「子育ての社会化」意識・行動を尋ねる項目と対

象者の属性を尋ねる項目からなる。

 ｢子育ての社会化」意識・行動

「子育ての社会化」の構成概念について「子育て

の社会化」，「地域子育て」，「少子化対策」をキーワー

ドに文献検討を行い，地域の子育て支援ボランティ

アや子育て支援研究者へ聞き取り調査を行った。こ

れらの内容を参考に，「子どもは地域の宝｣14,15)「人

々との交流｣14～16)「地域から孤立しない｣17～19)，

「近隣者との互酬性｣14,15,17,18,20,21)，「少子化対策の意

識｣21)，「ボランティア意識｣21)，「豊かな子育て支

援｣15,17)の 7 つの構成概念を仮説として考えた。各

構成概念を表す項目数について，各10項目程度を想

定した。項目の内容的妥当性については，関連する

領域の研究者と検討を重ね，最終的に58項目を採択

した。回答は，「とてもあてはまる」から「全くあ

てはまらない」の 5 件法を採用した。

 属性

性別，年齢，就業状況，居住形態，居住年数，地

域への居住意思，家族の人数，家族構成，子どもの

数，子どもの就学状況，学歴，既婚・未婚の有無，

等の12項目とした。

2) 調査

調査での質問項目は，調査で得られた「子育

ての社会化」意識・行動，「ソーシャル・キャピタ

ルの認識」，「地域に対する評価」の 3 つの指標およ

び属性から構成した。

 「子育ての社会化」意識・行動

 ソーシャル・キャピタルの認識

2002年内閣府調査に用いられた調査項目を用い

た。この調査項目（評価尺度）におけるソーシャル・

キャピタルの構成要素は，Robert Putnam の概念に

基づき「信頼」，「つきあい・交流」，「社会参加」に

よって構成されており，10項目の質問により構成さ

れている22)。

 地域に対する評価

2005年内閣府調査で用いられた調査項目を用い

た。この調査項目（評価尺度）は，その個人が自分

の住む地域（中学校区の範囲）に対して，住み良さ，

安全，活気，マナー等に対し，どのような評価認識

を持っているかを問う15項目から構成されている23)。

. 本研究の仮説

本研究（調査）の仮説を以下のように定めた。

1) ｢ソーシャル・キャピタルの認識」が高い人

は，「子育ての社会化」意識・行動が高い。

2) ｢地域に対する評価」が高い人は，「子育ての

社会化」意識・行動が高い。

3) ｢ソーシャル・キャピタルの認識」と「地域

に対する評価」は，正の相関関係がある。

. 分析方法

1) 調査

「子育ての社会化」意識・行動を表す58項目の質

問項目について，最尤法，バリマックス回転による

因子分析を行った。因子数の決定には，固有値 1 以

上を基準とした。共通性が0.4に満たなかった項

目，または，因子負荷量が0.4に満たなかった項目

および 2 つ以上の因子に0.4以上の因子負荷を示し

た項目を削除し，削除する項目がなくなるまで，バ

リマックス回転による分析を繰り返した。信頼性の

検討には，クロンバックの a 係数を用い，内的整

合性を検討した。

2) 調査

「子育ての社会化」意識・行動，「ソーシャル・キ

ャピタルの認識」，「地域に対する評価」の 3 つの指

標について以下の得点化および統計学的検討を行っ

た。

 指標の得点化

先行研究に基づき，「ソーシャル・キャピタルの

認識」と「地域に対する評価」の設問に対する「わ

からない」という回答は，欠損値として扱った。各
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設問の内容に対して，正の回答であると思われる回

答項目から大きい数値に置き換え得点化した。問14
「この 2～3 年，あなたの住む「地域」の年齢層の変

化はいかがですか。」は得点化の対象外であるため

除外した。3 つの指標については，それぞれの項目

を z 得点化し，各指標を構成する項目数で除し算術

平均を求め，各指標の得点とした。

 分析方法

3 つの指標と属性について，各々数量変数である

年齢・家族の人数・子どもの数については，3 指標

を従属変数にして単回帰分析，順序変数である居住

年数・年収については相関分析，名義変数である就

業状況，居住形態，居住意向，家族構成，長子およ

び末子の就学状況，学歴，既婚・未婚，親族の居

住，主生計者については一元配置分散分析を行っ

た。また，一元配置分散分析では多重比較を行った。

回帰分析，相関分析，一元配置分散分析を行った

後，3 つの指標の関係を，重回帰分析により検討し

た。また，仮説に基づいて，3 つの指標の関係をモ

デル化し共分散構造分析を行った。

 研 究 結 果

. 調査

1) 回答者の属性

回答者は164件（回収率72.2）であった。その

中から，有効回答148件（65.2）を分析対象とし

た。回答者の年齢は，20歳から60歳，平均年齢39.4
歳（標準偏差（以降 SD と表記）＝9.9）であった。

就業状況は，臨時・パート勤め人が60人（40.5）

を占め，次いで公務員，教員36人（24.3）であっ

た。居住形態は持ち家（一戸建て）が，74人（50.0）

と対象者の半数を占めていた。居住年数は10年以上

の長期にわたり居住している人の割合が，約 4 割を

占めていた。居住意向は，69人（48.9）は「住み

続けたい」と答えており，「どちらでもよい」を合

わせると約 9 割は，居住意向があった。

子どもの数は，平均2.84人（SD＝1.7）であった。

長子の就学状況は，就学前が33人（23.6），小学

生が41人（29.3），中学生12人（8.6），高校生

以上が44人（31.4），いないが10人（7.1）であ

った。

2) ｢子育ての社会化」意識・行動の因子構造

表 1 に示すように，「地域共同子育て意識」，「子

育て支援行動」，「子育て交流意識」，「ボランティア

意識」，「公的扶助意識」，「子ども育成態度」，「地域

へのまなざし」，「支え合い意識」の 8 因子32項目を

採択した。

質問項目全体の a 係数は0.904であった。各因子

の a 係数は，第 1 因子0.865，第 2 因子0.850，第 3
因子0.852，第 4 因子0.860，第 5 因子0.875，第 6 因

子0.814，第 7 因子0.960，第 8 因子0.738であった。

いずれの因子も0.70以上を示し，内的整合性に問題

がないと判断された。最終的に 8 因子32項目を「子

育ての社会化」意識・行動を表す質問項目とした。

. 調査

1) 回答者の属性

回答者は412件（38.8）であった。その中から，

有効回答375件（35.3）を分析対象とした。回答

者の年齢は21歳から77歳，平均年齢43.2歳（SD＝

9.87）であった。年齢階層は，20代が 6と少なく，

30代が37.5，40代が25.3，50代30.2であっ

た。就業状況は臨時・パート勤め人が 122人
（32.7）と一番多く，次いで民間企業・団体勤務

の人が88人（23.6）であり，全体の約 7 割の人が

就労していた。

居住形態は持ち家（一戸建て）が189人（50.5）

と対象者の半数を占め，次いで公営借家38.2であ

った。居住年数は10年以上が約 6 割を占め，長期的

に居住している人が多かった。居住意向は，179人
（48.9）の人は「住み続けたい」と答えており，

「どちらでもいい」35.5を合わせると，約 8 割は

居住を継続する意向があった。同居家族の人数は平

均3.8人（SD＝1.49）であり，家族構成は 2 世代が

65.2と半数以上を占めていた。

子どもの数は，子ども 2 人が 48.6， 3 人が

20.1，1 人が17.9であった。長子は高校生以上

が40.5，小学生が35.3，中学生が10.6，就学

前8.7だった。末子は高校生以上31.8，小学生

30.7，就学前29.9であり，長子も末子も高校生

以上の子どもを持つ人の割合が高かった。

2) 3 指標と属性の関連

表 2 に示すように，3 指標に共通して有意であっ

た項目は，「居住意向」のみであり，多重比較の結

果，「住み続けたい」と回答した人と「どちらでも

いい」および「地域外に引っ越したい」と回答した

人に有意な差があった（P＜0.01）。

3) ｢子育ての社会化」意識・行動と「ソーシャ

ル・キャピタルの認識」，「地域に対する評価」の関

連

 ｢子育ての社会化」意識・行動と「ソーシャ

ル・キャピタルの認識」，「地域に対する評価」の関

連

「子育ての社会化」意識・行動，「ソーシャル・キ

ャピタルの認識」，「地域に対する評価」の 3 つの指

標について相関分析を行った。「ソーシャル・キャ

ピタルの認識」と「子育ての社会化」意識・行動に
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表 「子育ての社会化」の因子構造（8 因子32項目，全体の a 係数＝0.904)

項 目
第 1
因子

第 2
因子

第 3
因子

第 4
因子

第 5
因子

第 6
因子

第 7
因子

第 8
因子

共通性

第 1 因子「地域共同子育て意識」a＝0.865
子育ては地域社会の共同事業であると思う 0.87 0.13 0.15 0.10 0.20 0.07 0.05 0.06 0.86
地域社会全体で子育てを支えていくことが大切だと
思う 0.78 0.10 0.17 0.11 0.18 0.06 0.02 0.11 0.71

子育ては，地域で担うべきである 0.74 0.02 0.14 0.11 0.08 0.01 0.01 0.08 0.59
子どもは地域社会の宝である 0.68 0.04 0.15 0.11 0.01 0.00 0.05 0.02 0.50
地域全体で子育て家庭を温かく見守ることは大切だ
と思う 0.64 －0.10 0.20 0.07 0.03 0.06 0.14 0.05 0.49

地域が子どもを育てると思う 0.46 0.14 0.34 －0.03 －0.07 －0.09 －0.07 0.32 0.47

第 2 因子「子育て支援行動」a＝0.850
近所の子どもの保育園・幼稚園の送迎をすることが
ある 0.02 0.79 －0.06 0.07 －0.04 0.05 0.04 0.16 0.66

近所の子どもを預かることがある 0.01 0.76 0.13 0.25 －0.10 0.13 －0.03 0.15 0.71
近所で子育てをしている家庭に買い物を頼まれるこ
とがある 0.04 0.71 0.07 0.17 0.08 －0.02 0.02 －0.07 0.56

近所の保護者の育児の相談にのることがある 0.08 0.62 0.19 0.29 0.00 0.27 －0.01 0.04 0.59
近所の保護者（母親）に子育ての体験談を話すこと
がある 0.13 0.59 －0.05 0.06 0.16 0.31 0.01 0.13 0.50

第 3 因子「子育て交流意識」a＝0.852
親は子どもを連れて，地域のお祭りや行事に積極的
に参加する方がよいと思う 0.10 0.10 0.78 0.12 －0.04 0.06 0.03 －0.06 0.65

地域の人々が，子どもや子育て中の親と触れ合うこ
とは大切であると思う 0.30 0.12 0.74 0.06 0.12 0.11 0.04 0.09 0.69

子どもは地域の人との交流によって育つと思う 0.31 0.13 0.70 0.09 0.09 －0.03 0.13 0.21 0.68
自主的な子育てサークルなどの活動は活発な方がよ
いと思う 0.18 －0.13 0.66 0.31 0.17 0.05 －0.02 0.15 0.63

地域の子ども会活動等は盛んな方がよいと思う 0.29 －0.01 0.57 0.29 0.16 －0.08 0.06 0.14 0.55

第 4 因子「ボランティア意識」a＝0.860
自分の時間を地域の子ども達の支援に使いたい 0.06 0.17 0.20 0.86 －0.01 0.08 0.12 0.10 0.84
地域の子ども達が集まる場を，自宅で提供したいと
思う 0.10 0.33 0.10 0.67 0.03 －0.01 0.13 0.00 0.59

地域の絵本の読み聞かせのボランティアをしたいと
思う 0.11 0.10 0.15 0.65 0.11 0.13 0.12 0.11 0.53

自分の特技を地域の子ども達の育成に役立てたい 0.12 0.18 0.21 0.64 －0.03 0.24 0.17 0.11 0.60
地域の子ども達の交通安全のために活動したいと思う 0.21 0.31 0.03 0.51 0.24 0.09 0.22 0.06 0.51

第 5 因子「少子化対策意識」a＝0.875
児童手当の額を増やすべきである 0.03 0.05 0.07 0.02 0.95 －0.05 0.02 －0.01 0.91
行政は子どもの教育費を支援するべきである 0.21 －0.01 0.09 0.04 0.84 0.04 0.02 0.06 0.76
行政の予算は，子育て支援策に重点を置く必要があ
ると思う 0.11 0.02 0.10 0.11 0.70 0.05 0.10 0.07 0.54

第 6 因子「子ども育成態度」a＝0.814
地域の子どもによく声をかける 0.10 0.19 0.06 0.13 0.00 0.92 0.04 0.05 0.91
地域の子どもによくあいさつをする 0.07 0.13 －0.01 0.12 0.02 0.90 0.01 0.09 0.86
近所の子どもをしかることがある －0.13 0.40 0.10 0.13 0.04 0.48 0.03 0.00 0.43

第 7 因子「地域へのまなざし」a＝0.960
家の前の道を通る人達をよく見ている 0.08 0.02 0.09 0.23 0.09 0.02 0.96 0.07 0.84
家の前の道を通る車をよく見ている 0.12 0.02 0.06 0.27 0.07 0.04 0.86 0.07 1.00

第 8 因子「支え合い意識」a＝0.738
近所に育児の手伝いをしてくれる人は，必要である
と思う 0.10 0.10 0.11 0.08 0.08 0.09 0.05 0.82 0.72

近所の人や友人に子どもを，預けたり預かったりし
てもよいと思う 0.20 0.27 0.19 0.27 0.04 0.03 0.11 0.55 0.54

地域は，支え・支えられるお互い様の関係が大切で
あると思う 0.31 0.08 0.37 0.24 0.11 0.26 0.15 0.40 0.56

寄与率 11.47 9.78 9.56 9.48 7.49 7.15 5.88 4.69
累積寄与率 11.47 21.25 30.81 40.29 47.78 54.93 60.82 65.50
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表 3 指標における居住意向の一元配置分散分析結果

指 標 居住意向 人数 平均値 ±標準偏差 F df1, df2 P 値

「子育ての社会化」意識・行動

住み続けたい 179 0.119 0.491 8.077 2,363 ＜0.001
どちらでもいい 130 －0.078 0.528
地域外に引っ越したい 57 －0.143 0.627

ソーシャル・キャピタルの認識

住み続けたい 179 0.136 0.438 18.492 2,363 ＜0.001
どちらでもいい 130 －0.069 0.419
地域外に引っ越したい 57 －0.232 0.461

地域に対する評価

住み続けたい 179 0.082 0.439 6.666 2,360 0.001
どちらでもいい 129 －0.049 0.467
地域外に引っ越したい 55 －0.153 0.501

図 パス図と分析結果（数値は標準化推定値）
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は，相関がみられた（r＝0.393, P＜0.001）。「ソー

シャル・キャピタルの認識」と「地域に対する評価」

にも相関があった（r＝0.115, P＝0.027）。一方，

「子育ての社会化」意識・行動と「地域に対する評

価」との相関はみられなかった。

次に，「子育ての社会化」意識・行動を従属変数，

「ソーシャル・キャピタルの認識」，「地域に対する

評価」を独立変数として重回帰分析を行った結果で

は，「ソーシャル・キャピタルの認識」と「子育て

の社会化」意識・行動との関連はみられた（標準化

係数 b＝0.382, t＝7.863, P＜0.001）。「地域に対す

る評価」が「子育ての社会化」意識・行動得点に与

えている影響については関連がなかった。

 ｢子育ての社会化」意識・行動と「ソーシャ

ル・キャピタルの認識」の下位尺度の関連

「子育ての社会化」意識・行動を従属変数，「ソー

シャル・キャピタルの認識」の下位尺度である「信

頼」，「社会参加」，「つきあい・交流」を独立変数と

し重回帰分析を行った結果，「つきあい・交流」は

「子育ての社会化」意識・行動は関連があった（標

準化係数 b＝0.396, t＝6.766, P＜0.001）が，「信頼」

および「社会参加」については，関連がみられなか

った。

4) ｢子育ての社会化」意識・行動と「ソーシャ

ル・キャピタルの認識」，「地域に対する評価」の関

連

「子育ての社会化」意識・行動と「ソーシャル・

キャピタルの認識」，「地域に対する評価」の関係を

明らかにするために，2 つのモデルを設定して比較

した（図 2）。モデル 1 は，「ソーシャル・キャピタ

ルの認識」と「地域に対する評価」は共分散関係に

あると仮定し，「ソーシャル・キャピタルの認識」

の「子育ての社会化」意識・行動に影響する係数を

1 と仮定した。モデル 2 は「ソーシャル・キャピタ

ルの認識」と「地域に対する評価」は独立した関係

であると仮定した。

その結果，モデル 1 において「地域に対する評価」

が「子育ての社会化」意識・行動に与える影響は，

標準化係数＝－0.093（標準化推定値＝－0.14）で

あった（P＝0.020）。「ソーシャル・キャピタルの認
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識」の「子育ての社会化」意識・行動に対する標準

化係数＝0.641（標準化推定値＝1.00）であった（P
＜0.001）。

モデル 2 においては，「ソーシャル・キャピタル

の認識」が「子育ての社会化」意識・行動に与える

影響は，標準化係数＝0.380（標準化推定値＝0.44）
であった（P＜0.001）。「地域に対する評価」が「子

育ての社会化」意識・行動に与える影響は，標準化

係数＝－0.071（標準化推定値＝－0.08）であった

（P＝0.141）。
モデル 1 の適合度指標は，GFI＝0.876, AGFI＝

0.254であり，モデル 2 の適合度指標は，GFI＝

0.991, AGFI＝0.948であった。よってモデル 2 の適

合度が高かった。

 考 察

. ｢子育ての社会化」を構成する概念について

「子育ての社会化」の構成概念の検討では，「地域

共同子育て意識」が第 1 因子として抽出された。こ

れは，調査対象地域の A 島の子育て環境の特徴と

して，合計特殊出生率が高く，「『子は宝』という価

値観」，「支え合いの存在｣15)「日常的に助け合う」，

「子育てや介護で相互扶助機能がある｣24)などの子育

て意識があることからこの因子が抽出されたと思わ

れる。これらの「地域共同子育て意識」が，子育て

の社会化の本質的意識であると考えられた。

また，仮説の構成概念として「人々との交流」を

挙げていたが，これは因子分析の結果，「子育て交

流意識」と「地域へのまなざし」に分かれた。因子

分析後に残った項目を再度検討すると，子育てに関

する「人々が交流する」ことの意義と，子育ての環

境に関する意識を尋ねた項目であり，分離整理する

ことが望ましいと考えられた。その他に概念を構成

する各々の項目の中で，「意識」と「態度・行動」

は明確に分離される結果となり，概念名を変更した。

. ｢ソーシャル・キャピタルの認識」と「子育

ての社会化」意識・行動について

今回の調査では，「ソーシャル・キャピタルの認

識」が「子育ての社会化」意識・行動と有意な関係

があった。「子育ての社会化」意識・行動が高い人

を地域に増やすためには，「ソーシャル・キャピタ

ルの認識」が高い人を増やすことが有効であること

が分かった。「ソーシャル・キャピタルの認識」

は，「持家」や「定住意識」と関連した結果が得ら

れており，結合型ソーシャル・キャピタルは住居と

いう簡単に動かすことができない制約のもとにつく

られる25)と言われていることに関連する。地縁組織

は「ボランティア活動年間行動者率」に強く相関

し，自治会や町内会，婦人会などの地縁組織がボラ

ンティア活動の中心的な役割を果たしている26)との

報告がある。さらに，ボランティア活動はソーシャ

ル・キャピタルの醸成に寄与する22)とされており，

「子育ての社会化」において地縁組織の果たす役割

は大きいと考えた。

また，「子育ての社会化」意識・行動と「ソーシ

ャル・キャピタルの認識」の下位尺度である「信

頼」，「社会参加」，「つきあい・交流」の関連をみる

と，下位尺度の中でも「つきあい・交流」と「子育

ての社会化」意識・行動が関連しており，地域住民

の「子育ての社会化」意識・行動に影響を与えるた

めには，地域の中で交流できる取り組みが必要であ

ることが分かった。白石らは，地域行事への参加状

況と地域における育児支援に対する意識とは関連が

あり，その中でも交流する場面として「祭り」が関

連することを示している27)。このように，今後は伝

統的な地域行事と結びつけた育児支援策の検討が有

効であると考えられた。

. ｢地域に対する評価」と「子育ての社会化」

意識・行動について

「地域に対する評価」が「子育ての社会化」意識・

行動に与えている影響は認められなかったが，「地

域に対する評価」と「子育ての社会化」意識・行動

に共通して有意であった項目として，「居住意向」

があった。「住み続けたい」と答えた人（定住意識

のある人）は，「子育ての社会化」意識・行動が有

意に高い傾向があった。若い世代の定住と子どもに

関する活動は，関連がある28)ということから，定住

意識を高めるには，地域において子どもに関する活

動を活発にすることが必要であると考え，それが，

「地域に対する評価」と「子育ての社会化」意識・

行動に結びつく可能性がある。

「地域に対する評価」に関連している属性は，「居

住意向」のみであり，定住意志がある人は「地域に

対する評価」が高かった。「地域に対する評価」に

ついて，船津らのコミュニティ意識の構成要因とし

て「コミュニティ認識」，「コミュニティ感情｣29)と

述べられていることと，奥田の住民の「帰属意識」

の指標として「定住意志」，「愛着心｣30)と述べられ

ていることからも，「居住意向」は「コミュニティ

感情」である「コミュニティ帰属感」，「郷土愛」と

関係すると考える。石盛は，地域愛着が高いほど居

住継続意識や連帯感，地域活動へ積極的に参加する

意志が高い31)と述べている。住民の地域愛着を高め

ることにより，継続した「居住意向」を持つ人を増

加させることが，「子育ての社会化」意識・行動を

高めることにつながると考えられた。
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さらに，引地らは，地域に対する愛着形成過程に

ついて，地域内での交流の多さなどが景観等の物質

的要因以上に強い影響を与える32)と述べている。こ

のように地域の中で交流できる取り組みを行うこと

は，地域愛着や継続した居住意向と関連し，子育て

の社会化意識を向上させる可能性がある。

. ｢ソーシャル・キャピタルの認識」と「地域

に対する評価」について

「ソーシャル・キャピタルの認識」と「地域に対

する評価」の関連は，他の調査項目を用いた研究で

は正の相関が認められた33)との報告があり，我々は

正の相関があるとしていた。今回の調査では，重回

帰分析では関連があったが，共分散構造分析では，

「ソーシャル・キャピタルの認識」と「地域に対す

る評価」には関連がみられないとするモデル 2 の方

が，適合度が高かった。「地域に対する評価」は，

自分の住んでいる地域のことを尋ねていることか

ら，個人の「ソーシャル・キャピタルの認識」は，

自らの居住する地域を超えたところで蓄積されてい

る可能性がある23)と考えられた。

 結 語

「子育ての社会化」意識・行動の構成概念とし

て，「地域共同子育て意識」，「子育て支援行動」，

「子育て交流意識」，「ボランティア意識」，「公的扶

助意識」，「子ども育成態度」，「地域へのまなざし」，

「支え合い意識」の 8 因子32項目が抽出された。

「子育ての社会化」意識・行動に与える要因とし

て，母親や地域住民の「ソーシャル・キャピタルの

認識」が有意に影響しており，その下位尺度の中で

も「つながり・交流」が関連していることが分かっ

た。また，「地域に対する評価」が高い人は，「子育

ての社会化」意識・行動が高いという仮説は，今回

の研究では有意な関連は認められなかった。

今回の研究では，調査 1 の構成概念の解明方法に

ついて，項目の内的妥当性は関連する領域の研究者

と検討を重ね，地域社会全体で子育てに取り組む意

識としての「子育ての社会化」については文献検討

を行った。しかし，類似した外的基準がみあたらず

相関を検討できていない状況であった。そのため，

信頼係数は算出しているが基準関連妥当性が検討で

きておらず，この点については本研究の限界である

と考える。

また，今回の「子育ての社会化」意識・行動と

「ソーシャル・キャピタルの認識」，「地域に対する

評価」の 3 つの指標の関係は，ひとつの地域での研

究であり，一般化するには限界がある。今後は他の

地域でも，同様の調査を行い，3 つの指標の関係を

捉えていくことが必要である。

（
受付 2011. 3. 3
採用 2012.11.16)
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The relationships between public willingness to engage in cooperative childrearing
and their attitudes toward cooperative childrearing, the local environment,

and social capital

Noriko YAMAGUCHI*, Yukiko OGATA2*, Yoshiyuki HIGUCHI3* and Kenchou MATSUURA2*

Key wordscooperative childrearing, social capital, local living environment

Objectives This study examines the relationship between people's willingness to cooperate with others in
childrearing, and their attitudes toward such cooperation. The study also examines their thoughts
about their local living environment, and their awareness of social capital in this regard.

Methods In Study I, a questionnaire was constructed based on items derived from existing literature that
examined people's willingness to cooperate with others in childrearing and their attitudes towards
those who engage in cooperative childrearing. Two hundred and twenty-seven women, aged 20–60
years, and living in A Town, were asked to ˆll out the questionnaire.

In Study II, another questionnaire was constructed comprising 32 items derived from the ques-
tionnaire used in Study I that examined willingness to cooperate and attitudes toward cooperative
childrearing. Furthermore, we added 15 items on the local living environment and 10 items on the
elements constituting social capital. Three hundred and ˆfty-three mothers with pre-school children,
325 mothers with primary school children, and 383 women between 45 and 60 years of age, all living
in the C Junior High School district in B City (a total of 1,061 respondents) completed the question-
naire.

Results We conducted a factor analysis, and the following eight factors (derived from 32 items) were ex-
tracted, which related to willingness to cooperate in childrearing and attitudes toward cooperative
childrearing: `̀ It is necessary to cooperate in childrearing''; `̀ I take care of others' children''; `̀ I par-
ticipate in festivals or local events''; `̀ I play with children''; `̀ Public assistance for children should be
increased''; `̀ I greet children''; `̀ I observe people passing in front of my house''; and `̀ I help with
childrearing.''

In Study II, we also identiˆed a factor that in‰uenced willingness to cooperate in childrearing and
attitudes toward cooperative childrearing: mothers' and local residents' awareness of the elements
constituting social capital. Particularly noteworthy in this regard were the eŠects of conversation,
consultation, and the lending and borrowing of household items between neighbors, friends, ac-
quaintances, and relatives.

Conclusion Mothers' and local residents' awareness of the elements constituting social capital was identiˆed
as a factor that in‰uences willingness to cooperate in childrearing and attitudes toward cooperative
childrearing. In particular, connections and social interaction were shown to have primary in-
‰uences.
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